当第3四半期連結累計期間の世界経済を概観いたしますと、米国サブプライムローン問題に起因する金融市場の混乱が先進国を中心に世界各国へ波及したことや、ドル安傾向が拡大したことにより、景気に不透明感が一層高まりました。また、堅調な内需を背景に景気の拡大が続いた中国をはじめとする新興国経済にも徐々に減速感があらわれ始めました。わが国経済におきましても、穀物や原油をはじめとする資源価格の高騰による物価値上がりの影響で個人消費が弱含み、戦後最長となった景気回復傾向が途切れる結果となりました。

総資産は、前連結会計年度末に比べて３億32百万円増加し、1,204億46百万円となりました。流動資産は32億16百万円減少し、一方、固定資産は35億68百万円増加となりました。これは主に設備投資による船舶及び建設仮勘定の増加があるものの、主に法人税等の税金費用及び配当金の支払い並びに自己株式の取得に伴う現金及び預金の減少によるものであります。
負債合計は、前連結会計年度末に比べて35億52百万円減少し、621億72百万円となりました。流動負債は23億71百万円減少し、固定負債は11億86百万円減少となりました。これは、主に未払法人税等の支払いによる減少及び投資有価証券の時価の下落に伴う繰延税金負債の減少によるものであります。
